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報 告 書



バルブを中心とした
流体制御装置の総合メーカー

効率化を図った業務体制と先進の設備を誇る製造拠点、
中北のハイレベルな製品はここから生まれます。

▲工場全景

▲本館



株主のみなさまへ

代表取締役社長　中 北 健 一

　株主のみなさまには、平素よ
り格別のご高配を賜り厚くお礼
申しあげます。
　さて、当社第92期（平成29
年6月1日から平成30年5月31
日まで）の決算が終了いたしま
したので、ここに「第92期報告
書」をお届け申しあげます。

■事業の概況
（1） 事業の経過および成果

　当期におけるわが国経済は、雇用情勢・企業収益の改善を

背景に、設備投資も緩やかに増加しており、景気は緩やかな

回復基調が続きましたが、米国の政策動向などの影響も懸念

され、景気の先行きは不透明な状況が続きました。

　このような経営環境にあって当社は、新造船市況の冷え込

みによる厳しい価格競争のなか受注獲得に努め、陸上関連に

おいてもガスタービン発電プラントを始めとした新規発電プラ

ント等へのバルブや既存プラントでご利用いただいておりま

す製品の修理やメンテナンス関連の受注獲得にも注力しまし

た。また、社内においても、生産性向上に関する改革・改善

に継続的に取り組んでおります。

　当期における受注高は、18,004百万円（対前期比7.1%

減）となり、1,382百万円前期を下回りました。品種別にみ

ますと、自動調節弁7,655百万円、バタフライ弁5,718百万

円、遠隔操作装置4,630百万円となり、対前期比では、バタ

フライ弁が556百万円増加したものの、自動調節弁は1,115

百万円、遠隔操作装置は823百万円の減少となりました。
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　売上高では、21,788百万円（対前期比0.5%増）となり、

110百万円前期を上回りました。品種別では、自動調節弁

8,880百万円、バタフライ弁6,985百万円、遠隔操作装置

5,922百万円となり、対前期比では、遠隔操作装置が255

百万円増加しましたが、自動調節弁は85百万円、バタフライ

弁は59百万円の減少となりました。輸出関連の売上高は、

3,761百万円となり、前期を1,022百万円下回りました。当

期末の受注残高は期首に比べて3,783百万円減の10,195

百万円となりました。

　利益面では、経常利益は1,853百万円（対前期比4.4%増）、

当期純利益は1,265百万円（対前期比5.2%増）といずれも

前期並みとなりました。

（2） 対処すべき課題

　国内の景気は緩やかな回復基調にあるものの、当社の主要

な受注先であります造船業界におきまして、新造船市況の冷

え込みにより、受注環境は厳しい状況にあります。このような

環境のなか、受注獲得に向けた提案型の営業活動に注力し、

また、継続的な製造強化のための生産性向上に関する改善へ

の取組み、投資推進、人材育成を柱とする企業体質の強化に

努めることにより厳しい競争に勝ち抜いていく所存であります。

　株主のみなさまにおかれましても、引き続きご支援賜りま

すようお願い申しあげます。
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当期中の品種別売上高・受注の状況

自動調節弁
8,880

（40.7％）21,788
（100.0％）

■売上高（百万円）

バタフライ弁
6,985

（32.1％）

遠隔操作装置
5,922

（27.2％）

自動調節弁
7,655

（42.5％）18,004
（100.0％）

■受注高（百万円）

バタフライ弁
5,718

（31.8％）

遠隔操作装置
4,630

（25.7％）

自動調節弁
3,433

（33.7％）10,195
（100.0％）

■受注残高（百万円）

バタフライ弁
3,463

（34.0％）

遠隔操作装置
3,298

（32.3％）
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業績の推移

■受注高（百万円）
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財務諸表

■貸借対照表（平成30年5月31日現在）
（単位：千円）

（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

科　目 金　額 科　目 金　額
（ 資 産 の 部 ） 27,426,995 （ 負 債 の 部 ） 6,220,733
流 動 資 産 21,190,191 流 動 負 債 5,829,296

現金及び預金 7,100,840 支 払 手 形 51,978
受 取 手 形 266,749 電子記録債務 2,437,440
電子記録債権 2,507,152 買 掛 金 1,260,492
売 掛 金 6,299,934 短 期 借 入 金 800,000
有 価 証 券 300,912 未 払 金 300,612
製 品 1,179,256 未 払 費 用 104,377
仕 掛 品 1,359,743 前 受 金 57,178
原 材 料 1,507,978 賞 与 引 当 金 231,000
前 渡 金 500,000 製品保証引当金 152,000
繰延税金資産 200,240 未払法人税等 338,469
その他の流動資産 12,822 未払消費税等 79,577
貸 倒 引 当 金 △ 45,440 その他の流動負債 16,169

固 定 負 債 391,436
繰延税金負債 74,753
退職給付引当金 203,895
役員退職慰労引当金 45,160

固 定 資 産 6,236,804 資産除去債務 38,533
有形固定資産 3,287,780 その他の固定負債 29,094
建 物 734,572 （ 純 資 産 の 部 ） 21,206,262
構 築 物 157,998 株 主 資 本 20,710,489
機械及び装置 553,547 資 本 金 1,150,000
車 両 運 搬 具 2,556 資 本 剰 余 金 1,479,586
工具器具備品 134,129 資 本 準 備 金 515,871
土 地 1,704,512 その他資本剰余金 963,715
建 設 仮 勘 定 464 自己株式処分差益 963,715

無形固定資産 40,223 利 益 剰 余 金 18,535,131
ソフトウェアその他 40,223 利 益 準 備 金 287,500

投資その他の資産 2,908,800 その他利益剰余金 18,247,631
投資有価証券 2,777,322 別 途 積 立 金 8,000,000
関係会社株式 29,000 繰越利益剰余金 10,247,631
従業員長期貸付金 4,575 自 己 株 式 △ 454,228
その他の投資 98,042 評価・換算差額等 495,772
貸 倒 引 当 金 △ 138 その他有価証券評価差額金 495,772

資 産 合 計 27,426,995 負債純資産合計 27,426,995
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財務諸表

■損益計算書（平成29年6月1日から平成30年5月31日まで）
（単位：千円）

（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

科　　目 金　　額

売 上 高 21,788,419

売 上 原 価 18,129,211

売 上 総 利 益 3,659,207

販 売 費 及び 一 般 管 理 費 1,975,321

営 業 利 益 1,683,885

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 60,960

不 動 産 賃 貸 料 128,776

為 替 差 益 9,107

雑 収 入 18,860 217,703

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,926

不 動 産 賃 貸 費 用 37,498

雑 損 失 5,806 48,232

経 常 利 益 1,853,356

税 引 前 当 期 純 利 益 1,853,356

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 607,000

法 人 税 等 調 整 額 △ 19,625 587,374

当 期 純 利 益 1,265,981
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（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

株主資本 評価・換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証券

評価差額金資本
準備金

その他
資本剰余金 利益

準備金

その他利益剰余金

自己株式
処分差益

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 9,534,810 △ 376,320 20,075,577 403,634

当期変動額

剰余金の配当 △ 553,160 △ 553,160

当期純利益 1,265,981 1,265,981

自己株式の取得 △ 77,908 △ 77,908

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 92,138

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 712,821 △ 77,908 634,912 92,138

当期末残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 10,247,631 △ 454,228 20,710,489 495,772

■株主資本等変動計算書（平成29年6月1日から平成30年5月31日まで）
（単位：千円）

科　　目 金　　額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 1,353,659

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △ 1,254,296

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △ 730,692

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 631,329

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 3,732,169

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 3,100,840

■キャッシュ・フロー計算書（要旨）（平成29年6月 1 日から
平成30年5月31日まで）

（単位：千円）
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■会社概要

■事業所所在地

■役員

商 号 株式会社　中北製作所

本 店 大阪府大東市深野南町1番1号

会 社 の 設 立 昭和12年5月11日

資 本 金 11億5千万円

主 な 事 業 内 容 自動調節弁、バタフライ弁、遠隔操作装置の製造販売

本 社 ・ 工 場 大阪府大東市深野南町1番1号

電話 072-871-1331（代）

東 京 営 業 所 東京都港区浜松町一丁目27番17号 三和ビル

電話 03-3431-7201（代）

北 九 州 営 業 所 福岡県北九州市小倉北区浅野二丁目11番15号

小倉興産KMM別館

電話 093-531-5481（代）

代 表 取 締 役 社 長 中 北 健 一

代 表 取 締 役 副 社 長 宮 田 彰 久

専 務 取 締 役 池 田 昭 彦

取 締 役 髙 㟢 元 之

取 締 役（ 社 外 ） 大 井 成 夫

取 締 役（ 社 外 ） 山 本 和 人

常 勤 監 査 役 黒 木 宣 行

監 査 役（ 社 外 ） 大 嶋 文 夫

監 査 役（ 社 外 ） 今 西 章 雄

会社情報（平成30年5月31日現在）
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発行可能株式総数 15,232,800株
発行済株式の総数 3,832,800株
当期末株主数 1,595名

■株式の状況

株式の状況（平成30年5月31日現在）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
株式会社ミヤキタコーポレーション 442 12.06
中北　健一 205 5.60
宮田　彰久 114 3.12
黒田　知子 114 3.11
中北　仁子 114 3.11
渡部　育子 114 3.11
宮田　和子 109 2.97
宮田　宏章 106 2.90
株式会社三井住友銀行 86 2.36
三井住友信託銀行株式会社 80 2.18

■大株主の状況

（注） 1．持株数は、千株未満を切捨てて表示しております。
 2．持株比率は、自己株式165,297株を控除して算出しております。

（注）  平成29年12月1日付で単元株式数を1,000株から100株に変更いたしまし
た。また同日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行うとともに、
発行可能株式総数についても76,164,000株から15,232,800株に変更い
たしました。その結果、同日付の発行済株式の総数は19,164,000株から
3,832,800株となりました。
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■株主メモ
事 業 年 度 毎年6月1日から翌年5月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年8月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年5月31日

期 末 配 当 金　毎年5月31日
中 間 配 当 金　毎年11月30日
上記のほか必要ある場合は、あらかじめ公告
して基準日を定めます。

公 告 方 法 当社の公告は、電子公告とする。ただし、事故そ
の他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、日本経済新聞
に掲載して行う。なお、電子公告は当社のホーム
ページに掲載し、電子公告を掲載する当社の
ホームページアドレスは次のとおりであります。
http://www.nakakita-s.co.jp

上 場 証 券 取 引 所 株式会社東京証券取引所　市場第2部

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
証券会社の口座をご利用の場合は、三井住友信託銀行株式会社ではお
手続きができませんので、取引証券会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない株主様は、下記の電話照会先までご連
絡ください。

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵 便 物 送 付 先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電 話 照 会 先） 0120-782-031

（ インターネット
ホームページURL） https://www.smtb.jp/personal/agency/

index.html

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されてい
なかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀行
株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別口座
についてのご照会および住所変更等のお届出は、上記の電話照会先に
お願いいたします。

【上場株式配当等の支払いに関する通知書について】
租税特別措置法の平成20年改正（平成20年4月30日法律第23号）により、 
当社がお支払いする配当金について、配当金額や徴収税額等を記載した 

「支払通知書」を株主様宛にお送りすることとなっております（同封の「配当
金計算書」が「支払通知書」を兼ねることになります）。
なお、「支払通知書」は、株主様が確定申告をする際の添付資料としてご使 
用いただくことができます（株式数比例配分方式を選択されている場合は、 
お取引の口座管理機関（証券会社）へお問い合わせください）。


